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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
直交信号対（Ｉ，Ｑ）と結合した信号（ｓ）を受信する際に符号（Ｓｅ）を決定するため
の方法であって、少なくとも１つの受信点（Ｓ）から少なくとも１つの設定点（Ｓｅ）ま
での距離（Ｄ）を複素座標空間（Ｉ，Ｑ）内で解析することによって決定が捉えられる方
法であって、直交座標空間（Ｉ，Ｑ）が極座標空間（Ｒ，α）へ変換され、前記極座標空
間内で距離（Ｄ）の解析が実施され、これと同時に半径Ｒ、角αが観察され、前記直交空
間（Ｉ，Ｑ）への逆変換が実施され、それに基づき決定が捉えられることを特徴とする方
法。
【請求項２】
前記極座標空間（Ｒ，α）内で距離（Ｄ）として受信点と設定点との間のユークリッド距
離が解析され、特にｍｉｎ（ＳＱＲＴ（ｕ・（RS－ＲSe）

2＋（αS－αSe）
2））に従い

解析される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
極座標系で受信点と少なくとも１つの設定点との間の距離の角射影および半径射影の総和
が解析され、特にｍｉｎ（ｕ｜RS－RSe｜＋｜αS－αSe｜）に従い解析される、請求項１
又は２に記載の方法。
【請求項４】
距離を解析するため、半径誤差を加重するための加重因子（ｕ）および／または角誤差を
加重するための加重因子（ｗ）が半径誤差および位相誤差を加重するために互いの関係に
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おいて使用される、請求項２または３に記載の方法。
【請求項５】
加重因子（単数）または加重因子（ｕ，ｗ）が動的に信号（ｓ）の受信条件へ適合させら
れる、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
前記極座標空間（Ｒ，α）内で距離を決定するためにさまざまな様式の最小化法の組み合
わせが実施され、特に一方で受信点から少なくとも１つの設定点までのユークリッド距離
の決定と、他方で受信点と少なくともその１つの設定点との間の距離の角射影および半径
射影の総和の決定との組み合わせが解析され、特に（√(ｕ（（RS－ＲSe）

2＋ｗ（αS－
αSe）

2））＋√（（ＩS－ＩSe）
2＋（ＱS－ＱSe）

2）に従い解析される、請求項２ない
し５のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
距離（Ｄ）を解析する際、受信点と少なくとも１つの設定点との間の距離を最小化させる
ための、一方で少なくとも１つの前記極座標空間（Ｒ，α）内で最小化させるための方法
と、他方で直交空間内で距離を最小化するための方法との、方法の組み合わせが実施され
、特にｍｉｎ（ｕ｜RS－ＲSe｜＋｜αS－αSe｜＋ｖ√（（ＩS－ＩSe）

2＋（ＱS－ＱSe）
2）に従い実施される、請求項１～６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
直交空間内での決定の影響を加重するための加重因子（ｖ）が、前記極座標空間（Ｒ，α
）内での決定との割合において固定される、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
直交信号対（Ｉ，Ｑ）と結合した信号（ｓ）を受信する際に記号（Ｓ）を決定するための
回路配置であって、信号を直交座標（Ｉ，Ｑ）から前記極座標座標（Ｒ，α）へ変換する
ための座標変換器（２０）と、直交信号に基づき受信点（Ｓ）と少なくとも１つの対応す
る設定点（Ｓｅ）との間の最小距離を決定するための前置決定装備（１７）と、距離解析
に基づき記号を決定するための決定装備（１５）と、回路配置および方法進行を制御する
ための、特に請求項１～８のうちいずれか１項に記載の方法進行を制御するための制御装
備とを有する回路配置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特許請求項１の上位値概念特徴に従う直交信号と結合した信号を受信する際
に記号を決定するための方法、もしくはそのような方法を実行するための回路配置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　ケーブルまたは無線に支えられた通信系の助けにより伝達された、記号としても特徴付
けられるデジタル信号が、コード化された形で一位または多位のデジタル値を表す。コー
ド化はフェーザに対応する直交信号対を通じて伝達することについて行われ、フェーザと
は決まった時刻に離散型の位置を直交信号対の直交振幅・位相空間に取り入れるものであ
る。通常のこの種の伝達法はＱＡＭ（カドラチュア・アンプリチュード・モジュレーショ
ン）およびＰＳＫ（フェーズ・シフト・キーイング）である。
【０００３】
　デジタル信号を受信するための通常の受信機では、複素乗算器、すなわち局部発振器に
より制御される混合器は、搬送波上へ変調されたＱＡＭ信号を周波数・位相に即して回路
配置のベースバンドへ混合する。デジタル処理の際、これはＡ／Ｄ変換（Ａ／Ｄ：アナロ
グ／デジタル）の前または後で行うことができる。信号は記号タイミングパルスまたはそ
れの何倍かで読み取られ、デジタル化され、またはデジタル化タイミングパルスは必要な
記号タイミングパルスに対して自由である。この場合、記号は最終的にデジタルの読み取
り率変動を通じて記号タイミングパルスまたはそれの数倍へ変換される。増幅調整が、各
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変調領域が満足され、受信された記号が正しく記号決定段階へ作られるようにする。適応
する補正器（イコライザ）が、送信機、伝達区間または受信機の線形ひずみ内でそれらの
起源を持つ記号間干渉を軽減する。
【０００４】
　ＱＡＭまたはＰＳＫ信号についての上位値復調の際、調整回路が局部発振器の周波数・
位相調整について、増幅調整について、記号タイミングパルスの再生獲得についておよび
適応の補正器について、受信された記号ばかりでなく、決定段階で最も真実に見えるあら
かじめ与えられた記号アルファベットの同じ要素を必要とする。決定される記号を通じた
この調整様式は、「決定帰還接続」調整と標識付けられ、適正の調整電圧について正しい
記号決定を仮定する。
【０００５】
　技術デジタル復調の際に決定帰還接続された調整は互いに関連しているので、従来技術
では、受信信号がベースバンド内で混合する局部発信器についての調整が周波数・位相に
関してまだ安定していない限り、噛み合いは難しい。それぞれの周波数と位相がそれらの
設定値に比較的密にあるときのみ、噛み合いがうまく行くことが多い。
【０００６】
　ＱＡＭまたはＰＳＫ信号についての復調器は通常、複素Ｉ／Ｑ記号平面内で受信された
記号を設定記号に最短距離となるよう割り当てる決定法を利用する。設定記号が一様なラ
スタ上に配置されているならば、決定法についての格子型ができる。
【０００７】
　このような方法様式が加算のガウス雑音を有する信号を見たとき最適であるが、しかし
あらかじめ正確な知識が搬送波周波数および搬送波位相に関して、並びに読み取り時刻に
関して要求される。搬送波位相が、特に上位値変調法の場合、わずかな度数のみ設定位相
から外れているならば、記号は中央および外周領域で誤って決定される。２５６－ＱＡＭ
の場合すでに、誤った決定法を行うのに３度の逸脱で十分である。蓄積する位相誤差を有
する周波数オフセットの場合この作用はさらに大きく、それは象限のモジュロ処理の際に
０°，９０°，１８０°，２７０°の逸脱だけのわずかな角度ごとにのみ、正しい調整電
圧が作り出されるからである。
【０００８】
　図１２に逸脱角－４５°，…，＋４５°にわたる受信記号と決定記号との間の位相逸脱
が表されている。各位相逸脱は調整電圧としての局部発振器の位相調整に役立つ。分布は
、負の象限からゼロ点を通じて正の象限へと導く中央対角線を有する。示された２５６－
ＱＡＭの一象限内の角度逸脱を通じた全個別決定法の例では、個別の調整電圧の分布は、
少なくとも符号を見て適正な平均調整電圧が得られるようなものである。しかし、現在の
調整電圧はしばしば正しくない。
【０００９】
　図１３は対応する調整電圧の頻度分布を２５６－ＱＡＭの角度逸脱を通じて複素平面に
わたり角度逸脱－４５，…，＋４５度について示す。平均の調整電圧、すなわち２５６－
ＱＡＭにおける角度逸脱に関して各角度の総和は図１４にある。図１３からも図１４から
もたやすく認められるのは、中央領域においてのみ調整電圧についての常に適正な個別決
定法が得られることである。周辺領域においては誤りを含む個別決定法が現れることとな
る。
【００１０】
　欧州特許０５７１７８８　Ａ２により、内部の４つのＩ／Ｑ平面記号のみが減退した星
座配列の枠内で追加のヒステリシスと共に使用される搬送波・位相調整が知られる。一様
な分布を持つ上位値変調法の場合はしかし、これらの記号の頻度は非常にわずかな成分の
みで、同じ分布の２５６－ＱＡＭでたとえば約１．６％のみである。
【００１１】
　米国特許５，４７１，５０８により、調整がまずＩ／Ｑ空間内の減退した変調アルファ
ベットによって行われ、大半径のみが観察されるための手段となるトラッキング運用様式
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すなわち追実行運用様式が知られている。
【００１２】
　独国特許１９９　２８　２０６　Ａ１により、複素Ｉ／Ｑ平面がより小さい象限に分割
され、それによってより明確な平均調整電圧が得られる方法が知られている。しかし、こ
の方法は大きい表を使用することが必要となる。
【００１３】
　独国特許４１　００　０９９　Ｃ１による方法の場合、Ｉ／Ｑ変調アルファベットの隅
のみが観察され、それによってここでも多くの記号が失われて行く。ほかにも効果的な使
用のためには不正確すぎる調整法が提案されている。
【００１４】
　欧州特許０２４９０４５　Ｂ１　（米国特許４，８１１，３６３，　独国特許　３６　
１９　７４４　Ａ１）は、二段階の決定を実行する根本的処置様式つき方法を提案してい
る。第１ステップで設定半径について決定し、のち第２ステップでこの決定された設定値
で実際の設定位相点を受け取る。それゆえ、位相調整の限界が半径方向に環状セクタによ
って決定されるよう設定記号が配置されている円半径へ方向づけることによって、複素平
面を区分することが知られている。これらの決定法は、受信された記号が通常正確には設
定点上にないから、誤った調整電圧へ導く。
【００１５】
　１６－ＱＡＭの位相星座配列についてはこのような方法がまだ受容できる程度に機能す
る。６４－ＱＡＭ平面を観察する場合はしかし、図１５に見られるように、部分的に非常
に近接している９半径を考慮しなければならない。複素Ｉ／Ｑ平面内に示されているのは
６４－ＱＡＭの設定記号位置並びに割り当てられた９半径である。正象限ではほかに通常
の格子決定系の枡目が図示されている。さらに示されているのは、大部分が桝目の内部に
あるが隣接桝目内にも入り込む第２半径を取り囲む円形セグメント形捕獲領域である。
【００１６】
　２５６－ＱＡＭの場合半径境界はすでに互いに密であるから、特に加算の雑音があって
も適正な半径決定は最外部のみ条件つきで十分な程度に得ることができる。明確にするた
め、図１６は２５６－ＱＡＭ受信信号の半径分布を示す。送られた半径はガウス雑音によ
り褶曲され、半径Ｒにわたり持ち込まれる。設定半径についての決定限界は、点によって
示した２つの設定半径の間の中点にある。誤った設定半径に割り当てられた分布の成分は
負の符号により示されている。個別信号についてであれば、信号は下方決定限界の下方お
よび上方決定限界の上方で誤った半径に割り当てられる。図１６に示した設定半径決定は
、２５６－ＱＡＭの象限の全星座配列点にわたり積分されている。半径はこの場合４設定
記号までを持つ。
【００１７】
　２５６－ＱＡＭのこの種の設定半径決定の場合について、個別の半径が複素Ｉ／Ｑ平面
内で互いに非常に密にある中間領域内で、経験によれば悪い半径決定が支配的である。
【００１８】
　決定の際に誤った設定半径が決定されると、必然的にその後のこの半径で記号について
決定したものもまた誤りとなり得る。それゆえ、上位値変調法について前もって実行され
た方法様式も使用可能とならないか、またはやむをえない場合のみ条件つきで使用可能と
なる。
【００１９】
　欧州特許０　２８１　６５２に、第１の決定が設定半径の代わりに、許容範囲内で受信
信号の半径のまわりにある設定半径のグループを選び出し、のち第２のステップで位相に
ついての決定が、選び出された設定半径にある設定位相値の全量により行われることによ
って、早い誤った設定半径についての決定を防止する方法が記述されている。このほかの
受信された記号と選び出された記号との間の距離の評価は行われない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】



(5) JP 4474252 B2 2010.6.2

10

20

30

40

50

【００２０】
　本発明の課題は、直交信号対と結合した信号を受信した際に記号を決定する方法を改良
し、もしくはそのような方法を実施するための相応の回路配置を用意することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　この課題は、直交信号対と結合した信号を受信した際に記号を決定するための方法によ
って、特許請求項１の特徴により解決される。そのような方法を実施するための回路配置
が特許請求項１１の対象である。
【００２２】
　直交信号対と結合した信号を受信した際に記号を決定するための方法から出発して、そ
れと共に少なくとも一つの受信点から少なくとも一つの記号の設定点への複素空間内の距
離の解析によって決定がなされる。
【００２３】
　好ましい解決は、直交でない、または必ずしも直交でない複素位相空間内で距離が解析
され、それに依存して決定がなされることにある。
【００２４】
　ある設定記号についての純粋な桝目決定の代わりに、またはある設定半径についての純
粋な半径決定の代わりに、以下の設定位相決定により、それゆえ、同時に半径および位相
に依存する面を考慮する決定についての組み合わされた方法様式が存在する。
【００２５】
　この方法様式で決定されるのはそれゆえ、後のステップでこの半径上で好適な角を探す
ための、第１ステップで受信された記号についての特に好適な半径ではなく、その代わり
、受信点と設定点との間の距離を観察しながら、今や半径および角を同時にただ一回の決
定で観察する。
【００２６】
　長所を持つ構成が従属請求項の対象である。
【００２７】
　長所を持って極座標空間内の解析が実行され、そのために直交位相空間は極座標空間へ
変換される。この中で決定または前決定が行われる。長所を持って、半径成分および／ま
たは位相成分に依存する量を組み合わせて観察する際に、決定限界が柔軟にそれぞれの要
求に適合して設定できる。そのため、要求に応じて動的に依存して保留される変数が固定
される。
【発明の効果】
【００２８】
　それによって生じる位相誤差に対するより大きい許容は、特に受信周波数および受信位
相がまだ読み込まれていないハンチング・モードのデシジョン・フィードバック調整の際
に重要である。
【００２９】
　極座標および直交座標での決定の組み合わせが、特に加算の雑音を有する信号の場合に
良い業績能力を示す。
【００３０】
　原理的には、最適の決定を得るために、どんな座標系がそれぞれの目標設定について好
適であると示されるかに応じて、他の変換法も利用できる。
【００３１】
　決定についての半径および位相に依存する判定基準として、特に受信点から可能性のあ
る設定点までのユークリッド距離を観測し解析することが役立つ。このとき、信号状態に
応じて最適な加重を得るため、半径誤差および位相／角誤差の加重を互いに固定する因子
を導入するのが有利である。有利な方法としてさまざまな因子を動的に各受信条件へ適合
させることができるから、オートメーションを現在の受信条件に応じて配することができ
る。
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【００３２】
　追加してまたは代替として、受信点と設定点との間の距離の半径射影および角射影の総
和も解析することができる。この場合にも動的に適合可能な因子の助けにより加重を行う
のが有利である。
【００３３】
　特に好ましいのはさまざまな座標系によるこの種の解析および決定の組み合わせであり
、たとえば一方では極座標系、他方では直交座標系での解析と共に共通の評価を行う。こ
の場合にも、受信条件に動的に適合させるのを可能とするため、ここでも加重因子を投入
可能とするのが有利である。
【００３４】
　重要な検査すべき設定位相点を同定するため、補助決定器（スライサ）が使用できる。
【００３５】
　このような方法を実施するための回路配置が、本質的に通常の受信機もしくはデコーダ
の構成素子から成る。信号をＩ／Ｑ座標系から極座標へ変換した後、以下のように記号決
定が捉えられる。そのため、さまざまな解析可能なパラメタである位相、半径、Ｉおよび
／またはＱ座標を最小化観察することに由来するデータが付加される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３６】
　図１１により見られるように復調器１が、たとえばＱＡＭ標準に従う変調法の直交信号
対に結合しているデジタル信号ｓｄから記号Ｓを決定するための規範的な回路配置として
、多数の個別部品から成る。これらはすべてが、または個別に集積回路の構成部品ともな
り得る。特に、以下に記述する部品は利用目的に応じて取り外し可能で、または別の部品
で補完可能である。また信号の追処理も実数信号、複素信号または個別複素信号成分とし
て利用目的と特別な回路配置に応じて相応に適合可能である。
【００３７】
　示された実施形の場合、復調器１は入口において信号源２、たとえばチューナによりア
ナログ信号ｓａを受信する。このアナログ信号ｓａは通常帯域制限された中間周波数状態
にあり、デジタルｓｄ信号へ変換するためのＡＤ変換器３（ＡＤ：アナログ／デジタル）
へ導かれる。別の回路部品が記号読み取り装備を有しない場合について、ＡＤ変換器３は
タイミングパルス信号もしくは読み取り信号ｔｉ用の入口を有する。デジタル信号ｓｄは
ＡＤ変換器３により帯域通過フィルタ５へ導かれ、ここでデジタル信号を定常成分と乱れ
た高調波とに解放される。
【００３８】
　帯域通過フィルタ５により出力された信号は直角位相変換器６へ導かれ、ここでデジタ
ル信号もしくはデジタル化された信号ｓｄをベースバンドへ変換する。ベースバンドは復
調器１および使用されている変調法の要求に対応している。対応して直角位相変換器は両
方の直交座標系の直交信号成分Ｉ，Ｑへ分割されたデジタル化信号ｓｄを出力する。周波
数変換するためには直角位相変換器６は通常２つの９０°移行した搬送波を局部発振器７
から供給され、その周波数および位相は搬送波調整装備８によって制御される。
【００３９】
　直角位相変換器６により出力された直交信号成分Ｉ，Ｑは、乱れの高調波を除去するの
に役立つ低域通過フィルタ９へ導かれる。低域通過フィルタ９およびこれに後置された記
号読み取り装備１０が、読み取り率変換のための回路を形成する。目的に従い記号読み取
り装備１０は、組み込まれたまたは前接続された読み取り調整装備を有する。記号読み取
り装備１０の制御は、読み取り信号ｔｉがタイミングパルス制御装備２１から導かれる入
口を通じて行われる。記号読み取り時点ｔｉはふつうの運用状態では、使用される変調法
の記号率１／Ｔまたはそれの整数倍に、および受信された記号の正確な位相位置に方向づ
けられる。
【００４０】
　読み取り装備１０の出力信号は低域通過フィルタ１１を介してナイキスト特性曲線によ
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りフィルタされ、増幅調整装備１２へ導かれる。増幅調整装備１２は、前決定器１７およ
び記号決定器１５の変調領域を較正するのに役立つ。
【００４１】
　増幅調整装備１２の出力信号は補正器（イコライザ）１４へ導かれる。
【００４２】
　代替的に、自分自身を調整する増幅調整装備を投入でき、このとき特に自立的な振幅調
整装備１３はなしで済ますことができる。
【００４３】
　補正器１４は直交信号対Ｉ，Ｑの両成分を外乱ひずみから解放し、仮の複素記号Ｓをそ
の出口で用意する。複素記号Ｓはつづいて直角位相変換器２０の前にある座標変換器によ
り、直交座標系から極座標系へ変換され、すなわち弓取られた直交信号対Ｉ，Ｑから極数
値対Ｒ，αへ作られる。
【００４４】
　極座標によりそれゆえ半径成分Ｒおよび角成分αがＩ＝Ｒ・ｃｏｓ（α）、およびＱ＝
Ｒ・ｓｉｎ（α）に従い、関係Ｒ＝√（Ｉ2＋Ｑ2）およびα＝ａｒｃｔａｎ（Ｑ／Ｉ）に
従い作られる。これにより仮の記号Ｓは直交座標系でも極座標系でも用意された。代替的
に他の様式の座標変換器も使用できる。
【００４５】
　デジタル信号処理の際、座標変換についてしばしばいわゆるコーディック法が使用され
、この場合変換について、二進数で単純な場所移動によって実現できる加算および２の乗
算のみが使用される。代替的に他の近似法または表の使用も可能である。逆変換すなわち
極信号成分Ｒおよびαからそれらの直角成分ＩもしくはＱへの変換は、同様にコーディッ
ク変換器、表または近似法により行うことができる。
【００４６】
　回路配置がデジタル信号を複素直交空間Ｉ，Ｑへ変換するための変換装備６および極座
標へ変換するための変換器２０により記述されている一方、第１の変換器がすでにデジタ
ル信号ｓｄを極座標Ｒ，αを有する複素信号へ変換する回路配置も可能である。
【００４７】
　この種の用意された仮の記号から記号決定器１５を介して、特に直交座標でも極座標で
も存在できるいわゆる決定された記号Ｓｅが作られる。値を保存するため、目的にかなっ
て回路装備の一つかいくつかと接続された記憶装置Ｍが役立つ。
【００４８】
　これらの記号Ｓ，Ｓｅおよび／またはそれらの半径成分Ｒｅまたはαｅは、さらにデジ
タル信号処理装備１６および特に決定帰還接続された復調器１の調整回路もしくは部品へ
直接または間接に導かれる。搬送波調整装備８が受信された設定位相αと決定された設定
位相αｅとの差から制御回路２２へ導かれた制御信号を、増幅調整装備１２が受信された
半径Ｒと決定された半径Ｒｅとの差から振幅制御装備１３へ導かれた制御信号を、読み取
り装備１０が受信された記号列と決定された記号列との比較からタイミングパルス制御装
備２１へ導かれた読み取り信号ｔｉを得るように、特に補正器１４は符号Ｓｅを得る。
【００４９】
　タイミングパルス制御装備２１、搬送波制御もしくは振幅制御のための制御回路１３，
２２および復調器１のこのほかの部品を制御するため、これらは制御装備と接続されてい
る。制御装備は規定どおりの進行をし、個別の部品および進行をハードおよびソフトウェ
アに支えられた指示に従って制御する。特に制御装備は個々の前記部品の機能も完全にま
たは部分的に組み入れられた形で指示することができる。
【００５０】
　通常の記号決定に反し、記号決定器１５の助けにより直交複素座標空間Ｉ，Ｑにおいて
、記号決定は記号決定器１５を介して直交でない、または完全に直交でない複素座標空間
内にあって実施される。
【００５１】
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　決定装備１５によって捉えられる決定は、以下に多数のダイヤグラムに基づき視覚的に
説明される。ここでの目標は半径Ｒ、角αおよび／または直交座標ＩおよびＱに依存する
量を同時に観察することである。決定装備１５はとりわけ比較データが預けられている記
憶装置Ｍに接続されているのが有利である。
【００５２】
　このことが図１から見られるように、記号が直交Ｉ／Ｑ座標系から変数Ｒおよびαを有
する極座標系へ変換され直角に表示されたとき、決定桝目もしくは決定半径のひずみが生
じる。図示されているのは６４－ＱＡＭの第１象限の位相星座配列である。ここで表示さ
れているのは半径に対する位相の関係であり、ここで垂直な線が設定半径を、記入された
双曲線が直交Ｉ／Ｑ系の決定格子を表示する。このひずんだ表示形で、決定すなわち受信
された信号Ｓ（Ｒ，α）を設定点Ｓｅ（Ｒ，α）へ割り当てることが実施できる。
【００５３】
　根本的に異なる２変数、半径Ｒおよび位相αの特性ゆえ、ここで付加的な処理が目的に
合致している。
【００５４】
　第１に、両座標Ｒ，αがどのような関係にあるのかを観察すべきで、ここで図１では任
意に持ち込まれた軸分割のみがスケッチされている。以下の計算において、半径は、全位
相点を囲い込む箱の両辺の長さがそれぞれ１であるように較正され、それによって隅の点
は√２の値に決まり、象限の円周角はπ／２である。
【００５５】
　第２に観察すべきは、距離関数が極座標平面内でどのようにＲ，αを決定することがで
きるかである。
【００５６】
　図１からすでに知られるのは、いくつかの記号位置がそれぞれ他の決定系に比較して相
対的に広い捕獲領域を設定位置のまわりに割り当てられることができることである。
【００５７】
　別の観察系最適化を行うため、受信された記号Ｓ（Ｒ，α）と設定記号Ｓｅ（Ｒ，α）
との間のユークリッド距離の最小化を実施することができる。このような６４－ＱＡＭ決
定格子についての例として図２および３に第１象限について極平面Ｒ，αが図示されてい
る。この場合図２は決定格子を有する極平面Ｒ，αを示し、ここでｍｉｎ（√（（ＲＳ－
ＲＳｅ）2　＋（αＳ＋αＳｅ）2））（√：平方根）に従う最小化が実施される。小さい
半径を有する領域については比較的大きいセルが生じる一方、より大きい半径についての
セルサイズは減少する。
【００５８】
　補助因子ｕ，ｗを導入することによって、半径および角の場がｍｉｎ（√２ｕ・（（Ｒ

Ｓ－ＲＳｅ）2＋ｗ（αＳ－αＳｅ）2））に従い異なる強さで加重されるのを許容する。
最小の決定のみで絶対値には及ばないから、対応して選ばれる因子はｕで十分である。以
後の観察についてはしたがってｗ＝１と選ぶ。
【００５９】
　図３はユークリッド距離の最小化を観察する際の状況を、半径因子ｕをｕ＝４として使
用して示し、角成分に対して半径成分を式ｍｉｎ（ＳＱＲＴ（ｕ・（ＲＳ－ＲＳｅ）2＋
（αＳ－αＳｅ）2））に従いより強く加重する。これは決定領域を角の大きさαの方向
にひずむように導く。
【００６０】
　図３から因子ｕ＝４を有する第１象限決定格子の直交平面Ｉ／Ｑへの逆変換が図４に表
示されている。中央の半径領域において決定場はすでに比較的小さくなっているが、外領
域の境界は最外部の半径を切り、これは望ましくない。ユークリッド距離を補助因子なし
、すなわち図２に従い、ｕ＝１として決定した場合、それゆえ図５に見られるように外領
域をさらに扇状に広げる。
【００６１】
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　代替的にたとえば、ユークリッド距離の代わりにＲおよびαへの射影の総和を使用する
最小化決定も使用でき、すなわちｍｉｎ（ｕ｜ＲＳ－ＲＳｅ｜＋｜αＳ－αＳｅ｜）に従
う方法様式である。
【００６２】
　これが図６に見られるように、半径成分についての半径因子ｕ＝２の決定格子を有する
極座標平面Ｒ，αを示しており、セル分割すなわち捕獲領域の分割は、より高い半径加重
ｕ＝４の純粋なユークリッド距離自身を観察した際のものより有利である。
【００６３】
　図７は図６の決定格子の逆変換を対応するＩ／Ｑ座標平面で示す。この最小化は外領域
で半径限界が適正に捉えられているが、その一方中央領域では修正された格子決定方法様
式が存在する。図８に従う２５６－ＱＡＭでの平均調整電圧の表示から見られるように、
平均位相調整電圧の機能は本質的に従来の技術に従う純粋な格子決定によるものより良好
である。使用されたのは図６，７に類似の射影の総和および半径補助因子ｕ＝４による最
小化機能である。
【００６４】
　半径成分ＲＳおよび角成分αＳは座標変換器２０からの結果としてあり、設定記号につ
いての半径成分ＲＳｅおよび角成分αＳｅは記憶装置Ｍ中の表にあるから、このような最
小化は単純な比較によって比較的容易に実施される。運用中に単純に補助因子を、特に半
径補助因子ｕを変更することによって、決定を現在の事実、たとえば高い位相ジッタまた
は強い雑音へ適合させることができる。
【００６５】
　図７から、捕獲領域についての決定境界の曲がりが最内部の記号で著しい。この曲がり
は象限の隅へ決定を決める大きな角の逸脱から生じる。しかし距離を直交複素Ｉ／Ｑ平面
内で表現する項を最小決定に付け加えることによって、この効果が軽減できる。両方の最
小化法を組み合わせることによって、図９に見られるように、全決定場すなわち捕獲場が
設定記号Ｓｅの設定点のまわりに広がることができる。図９は直交Ｉ／Ｑ平面をｍｉｎ（
ｕ｜ＲＳ－ＲＳｅ｜＋｜αＳ－αＳｅ｜　＋　ｖ√（（ＩＥ－ＩＳ）2＋（ＱＥ－ＱＳ）2

）に従う決定格子により座標系選択補助因子ｕ＝４およびｖ＝０．５で示す。この観察様
式の場合任意かつ動的に変化可能な組み合わせが調節できる。
【００６６】
　最小算出の消費を軽減するため、検査すべき設定記号Ｓｅの数を適合して減らすことが
できる。たとえばまず決定器もしくは前置決定器（スライサ）１７によって直交系で半数
の記号を置き換えることにより４個の記号で境界付けられた受信点の入っている象限を決
めることができる。続いてこれらの４個の設定点までの最小距離が算出される。受信点が
設定場の外側にあれば、４個の縁設定点の最小決定を検査し、うち２点が直交空間内で受
信点に最も近くあり、２点がより高い半径を持つようにする。２５６－ＱＡＭについてこ
のような状況が図１０で取り出し可能で、この中で２個の受信点Ｓおよび各４個の対応し
て割り当てられた設定点Ｓｅが取り出し可能である。Ｉ／Ｑ平面内の直角格子は２個の受
信例について各４個の検査すべき設定点を固定し、のちおのおの最小化決定ｍｉｎ（ｕ｜
ＲＳ－ＲＳｅ｜＋｜αＳ－αＳｅ｜をｕ＝４でこれらの４点について行う。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　本方法もしくは対応する回路配置の利用が、特に二進法のまたはＱＡＭのような複素デ
ジタルの変調法で促進される。この種の変調法は新しい無線、テレビおよびデータサービ
スによりケーブル、衛星および地上線を通じて利用される。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明による位相が半径との関係において示された６４－ＱＡＭ第１象限の位相
星座配列の図である。
【図２】本発明によるさまざまな選択された決定パラメタを有する極座標平面内の位相星
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【図３】本発明によるさまざまな選択された決定パラメタを有する極座標平面内の位相星
座配列の図である。
【図４】本発明による各さまざまな半径および位相に依存する最小化決定を有する決定格
子を有するＩ／Ｑ平面の図である。
【図５】本発明による各さまざまな半径および位相に依存する最小化決定を有する決定格
子を有するＩ／Ｑ平面の図である。
【図６】本発明による対応する加重されたＲ－α座標系でユークリッド距離を最小化する
代わりに総和を加重された半径射影および角射影に対応して最小化する極もしくは直交平
面内のダイヤグラムの図である。
【図７】本発明による対応する加重されたＲ－α座標系でユークリッド距離を最小化する
代わりに総和を加重された半径射影および角射影に対応して最小化する極もしくは直交平
面内のダイヤグラムの図である。
【図８】本発明による従来の決定様式に対して極座標空間内で決定する際の平均調整電圧
の比較の図である。
【図９】本発明による組み合わされた極および直交決定判定基準を有する直交座標系内の
ダイヤグラムの図である。
【図１０】本発明による決定の際に考慮すべき設定点の量が減退した図６および７のよう
な決定判定基準を有するダイヤグラムの図である。
【図１１】本発明による記号を決定するためのデコーダについての回路ダイヤグラムの図
である。
【図１２】従来の技術によるさまざまな表示様式での角逸脱との関係における調整電圧の
図である。
【図１３】従来の技術によるさまざまな表示様式での角逸脱との関係における調整電圧の
図である。
【図１４】従来の技術によるさまざまな表示様式での角逸脱との関係における調整電圧の
図である。
【図１５】従来の技術による記号決定のための記号位置ならびに桝目および半径を有する
複素Ｉ／Ｑ平面の図である。
【図１６】従来の技術によるガウス雑音の重なった２５６－ＱＡＭの一象限の全星座配列
点との関係において対応する設定半径決定の結果の図である。
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